
令和５年度聴覚障害児支援中核機能モデル事業 事業報告 

 

鳥取県 

 

（１） 地域の現状と課題 

鳥取県では、平成１６年度より新生児聴覚検査体制整備事業を開始し、県下への新生児聴

覚検査の普及と、関係機関の連携による早期支援に向けた体制整備を行ってきた。このこと

により、全国的にも早く、県内全ての産科医療機関における新生児聴覚検査の体制が整い、

現在も高い受診率を保持している。 

新生児聴覚検査による聴覚障がいの早期発見と早期療育・教育に繋げるための連携体制

については定着しつつあるが、聾学校に繋がっていない軽度難聴や、中途難聴の子どもの状

況把握等が十分にできておらず、地域に埋もれている難聴児への支援に課題がある。 

また、保健・医療・福祉・教育の各分野を超えた連携体制について、部分的なつながりは

あるが、支援者が他分野の支援について知らないことも多く、保護者からは「どこに相談し

たら良いかわからない」という声がある等、保護者が求める支援内容に対し、適切な情報提

供、支援へ繋がっていない可能性があった。必要なタイミングで適切な情報提供、支援がな

される仕組みづくりや、分野を超えた一体的な支援体制の整備についても課題があると考

え、令和４年度に、総合的な相談窓口となり、関係機関の専門性を生かした支援機能を結び

つける中核となる、鳥取県きこえない・きこえにくい子どものサポートセンター『きき』（以

下、「サポートセンター『きき』」という。）を開設した。 

 

（２） 鳥取県におけるこれまでの聴覚障害児支援に係る活動・取組 

年度 活動・取組 

平成 16年～ 新生児聴覚検査体制整備事業を開始。 

新生児聴覚検査から、難聴児の早期発見と早期療育へ繋げるための県内に

おけるシステム作りを行うため、新生児聴覚障がい支援検討会を設置。 

＜検討会委員＞ 

産婦人科医、小児科医、耳鼻咽喉科医、産婦人科看護師、療育機関、鳥取

聾学校、県教育委員会特別支援教育課、県福祉保健部担当課 

平成 18年～ 「新生児聴覚検査と聴覚障がい児支援のための手引き」の初版が完成。 

（その後、必要に応じて随時改訂） 

平成 23年～ 身体障害者手帳交付対象外となる、軽度・中等度難聴児に対する補聴器購入

等の助成事業開始。 

平成 25年～ 全国で初めて『鳥取県手話言語条例』を制定。 

手話の普及や、手話を使いやすい環境整備のための事業を展開し、きこえな

い・きこえにくい人の社会参加を推進。 



令和 3年 きこえない・きこえにくい子どもの支援検討会を開催 

本県における難聴児支援の中核的機能を有する支援体制のあり方について

協議を実施。 

令和 4年～ サポートセンター『きき』を開設。 

  

（３）本事業における取組 

 支援の中核的機能を有する拠点として、サポートセンター『きき』を設置し、特別支援学

校のセンター的機能を持つ鳥取聾学校と連携して事業を行った。 

 

①協議会の設置について 

 ア 協議会の構成員 

分野 所属 役職 

医療 鳥取県耳鼻咽喉科医会 会長 

鳥取大学医学部附属病院耳鼻咽喉科 医師 

鳥取県産婦人科医会 会長 

鎌沢マタニティークリニック 医師 

鳥取県小児科医会 会長 

鳥取県立中央病院小児科 医師 

鳥取県立厚生病院小児科 医師 

鳥取大学医学部附属病院総合周産期母子医療センター 医師 

鳥取県言語聴覚士協会 副会長 

保健 鳥取市保健所 保健師 

倉吉市子ども発達・家庭支援室 保健師 

米子市こども総本部こども相談課 保健師 

鳥取県子ども家庭部家庭支援課 参事、保健師 

療育 鳥取療育園  言語聴覚主任 

福祉 聴覚障がい者センター  センター長 

鳥取県子ども家庭部子ども発達支援課 課長、課長補佐、

保健師 

教育 鳥取聾学校 校長 

鳥取県教育委員会事務局特別支援教育課 課長、指導主事 

当事者、

関係団体 

鳥取県聴覚障害者協会（サポートセンター『きき』） 所長、コーディ

ネーター、相談

員、支援員、事

務員 

鳥取聾学校 PTA 保護者 

  ※オブザーバーとして、鳥取聾学校教員の参加あり 



 イ 協議会の開催回数、開催日、議題及び出席状況 

  ○開催回数 ２回 

  ○協議会の開催状況 

   開催日 議題 出席状況 

第

１

回 

令和５年６月２６日 ・令和４年度事業報告について 

・令和５年度の事業計画について 

・新生児聴覚検査と聴覚障がい児支援のための

手引きの改正について 

28名 

第

２

回 

令和６年２月８日 ・令和５年度事業報告並びに令和６年度事業計

画について 

・新生児聴覚検査に係る実施状況調査について 

・新生児聴覚検査と聴覚障がい児支援のための

手引きの改正について 

30名 

    

 ウ コーディネーターの職種及び経験年数 

職種：（公社）鳥取県聴覚障害者協会職員  

経験年数：１３年 

 

 エ コーディネーターの主な役割 

  ・相談支援 

・各関係機関との「繋ぎ」 等 

 

② 関係機関との連携 

 ア 現状 

  ・「新生児聴覚検査と聴覚障がい児支援のための手引き～関係機関の連携による早期支

援に向けて～」を作成しており、新生児聴覚検査において難聴の診断がついた児を早

期療育へ繋げるための連携の流れは定着してきている。 

  ・新生児聴覚検査から鳥取聾学校へ繋がった難聴児の状況把握は概ね実施できており、

鳥取聾学校を中心としたフォローがなされているが、成長過程で顕在化してきた難

聴や、何らかの原因による中途の難聴等、鳥取聾学校へ繋がっていないケースについ

ては、十分に状況把握ができていない。 

  ・鳥取聾学校と大学病院、サポートセンター『きき』においての合同勉強会や、鳥取聾

学校と市町村保健師との情報交換会等、定期的に支援者で顔を合わせる機会を設け、

難聴児の支援状況に係る情報交換や、よりよい支援に繋げるための意見交換などを

行っている。 

   



 イ 実施内容及び手法 

    ・小児難聴の主要な原因のひとつである先天性サイトメガロウイルス感染症の治療薬

が保険適用となり、新生児聴覚検査の確認検査でリファーとなった児に対する先天

性サイトメガロウイルス検査の実施が強く推奨されていることを踏まえ、別途検討

会を設けて協議の上、本県で用いている手引きを改正し、リファーとなった場合の関

係機関での連携の流れを再整理した。 

  ・サポートセンター『きき』における相談等から、関係機関へケースや課題の情報共有

を実施した。また、情報交換のための連絡会や訪問を実施した。（連携機関と回数：

鳥取聾学校…５回、療育機関…２回、医療機関…１１回、市町村…４回、その他機関

…２回）  

 ・難聴児支援に関わる地域の支援者の知識及び支援技術の向上のための合同勉強会を

開催した。（３回） 

  

 ウ 結果 

  ・本県は、産後のメンタルヘルスや親子の愛着形成等の観点から、これまで新生児聴覚

検査の結果説明は１か月健診時に行ってきたが、確認検査でリファーであった場合

の先天性サイトメガロウイルス検査に対応できるようにするため、結果の説明時期

を前倒す改正を行い、併せてリファーの段階からの関係機関での連携した支援を強

化していくこととした。 

  ・日頃から難聴児に関わる支援者同士で顔を合わせる機会をつくることで、スムーズな

連携に繋がった。 

  ・サポートセンター『きき』へ難聴学級に通う子どもの保護者から相談のあったケース

を受け、生活での困り感や相談について、潜在的なニーズがあると考え、地域の難聴

学級への訪問を実施し、改めて、支援の必要性についての啓発や相談窓口の周知を行

うことができた。 

  ・個別ケースの対応においては、個人情報保護の観点から、保護者の同意が得られない

場合、関係機関との情報の共有や直接的な支援の介入が困難なケースがあり、今後の

連携における課題となっている。 

    

③ 家族支援の実施 

 ア 現状 

  ・難聴児と保護者への支援については、鳥取聾学校が乳幼児教育相談を実施している他、 

   一般的な発達に係る相談等については市町村保健師等が対応している。 

  ・令和４年度より、サポートセンター『きき』を設置し、総合的な相談窓口として幅広

い相談に対応しながら、必要に応じて適切な機関への繋ぎを行っている。また、定期

的に保護者交流会や希望者に対する手話言語学習会、情報発信等を行っている。 



 

 イ 実施内容及び手法 

 〈相談支援〉 

  ・サポートセンター『きき』において、保護者や関係機関からの相談に対応した。窓口

には、コーディネーターの他に、ロールモデルとなる支援員（きこえない子どもの子

育て経験者、きこえない当事者）、情報保障のための手話通訳者を配置し、相談者や

相談内容において適切な職員が対応できるような体制を整えている。 

  ・新生児聴覚検査でリファーになった時点で、相談窓口であるサポートセンター『きき』

の情報提供が実施されるよう県内すべての産科医療機関へ協力依頼を行い、希望に

応じて早期から保護者のフォローができる体制を確保した。 

 〈保護者交流会の実施〉 

   きこえない・きこえにくい子どもの保護者交流会を実施した。併せて子ども企画を考

え、子ども同士の交流の場も設置した。    

 〈手話言語学習会の開催〉 

   きこえない・きこえにくい子どもが、家族の会話に入れないということがないよう、

親子のコミュニケーションをサポートする目的で、希望者に対して、手話言語学習会を

開催した。 

 〈情報発信〉 

   保護者世代の多くが情報取集手段として利用されているＳＮＳツールである、イン

スタグラムを活用し、「きこえ」に関する情報発信を行った。 

   

 ウ 結果 

 〈相談の対応状況〉 

  相談件数 ４３件 

 （内訳） 

  ○相談方法別 

来所 電話 メール 訪問・出張 その他 

８件 １９件 ０件 １５件 １件 

   ○相談者別 

本人・家族 ２７件 

関係機関 １６件 

    

 

○主な相談内容（重複あり） 

きこえに関する不安 ６件 

きこえない・きこえにくい子どもの子育てに関すること １５件 



言語発達に関すること ２件 

教育相談、通級指導等に関すること ２件 

補聴器、人工内耳に関すること ９件 

福祉サービスに関すること ４件 

その他 ２６件 

 

 ・これまで、新生児聴覚検査でリファーになってから確定診断がつくまでの間の保護者の 

フォローが十分にできておらず、保護者の中には、不安を抱えた状態で情報を模索され 

ている状況もあったが、相談窓口を明確にしたことで、不安を抱える保護者からの相談 

に繋がり、リファーとなってから確定診断がつくまでの間の保護者のフォローにも対 

応していくことができるようになった。 

・相談内容から、日頃のきこえない・きこえにくい子どもの子育てに関する悩みに関する 

相談が多く、ロールモデルとなる支援員が果たす役割が大きかった。 

・サポートセンター『きき』への相談を入り口に、聾学校等の専門機関の支援に繋がった 

ケースもあった。 

 〈保護者交流会〉 

 ・年４回の交流会を実施した。 

 （参加者数… 第１回：５名、第２回：５名、第３回：３名、第４回：１３名） 

 ・子どもとのコミュニケーション方法や、進路の選択、体験談等、保護者同士で活発な情

報交換がなされた。きこえない・きこえにくい子どもをもつ保護者同士で悩みや不安に

ついて話し、助言し合える場となっている。 

 ・聾学校、難聴学級、通常学級に在籍する子ども及び保護者の参加があり、子どもの在籍

環境が異なる保護者同士での情報交換や、子ども同士の交流も行うことができる機会

となった。   

〈手話言語学習会〉 

 ・きこえない・きこえにくい子どもや保護者の登録が４件あり、手話言語学習を通じて、

近況報告や将来について話す機会にもなっている。（実施件数…対面 18回、オンライ

ン 32回） 

 

④ 巡回支援の実施 

 ア 現状 

   鳥取県立鳥取聾学校本校、ひまわり分校の特別支援教育コーディネーターや教育相

談担当者が、「きこえ」や「ことば」に対するサポートを行っている。 

 イ 実施内容及び手法 

〈乳幼児の教育相談〉 

  幼稚園、保育園等の依頼に応じて園を訪問し、相談の内容により、定期的な指導・支



援を実施。 

〈小学校以上の教育相談〉 

   小中高・特別支援学校の依頼に応じて学校を訪問し、児童生徒の「きこえ」や「こと

ば」についての支援を実施。 

〈その他〉 

  就学・進学にかかわる相談や学校見学や体験入学等にかかわる相談を実施。 

 ウ 結果 

  実施回数：１２２回 （幼稚園、認定こども園、保育園：３６回、小学校：５９回、 

中学校：４回、高等学校：０回、その他：２３回） 

対 象 者：幼児児童生徒（幼稚園、認定こども園、保育園、小学校、中学校、高等学 

校、その他：療育施設、特別支援学校、家庭訪問） 

支援内容：発音等のアセスメント、教育相談（きこえ、学習支援等）、支援会議参加 

     等 

 

⑤ 聴覚障害児の支援方法に係る研修会の実施 

 ア 現状 

   特別支援教育のセンター的機能をもつ鳥取聾学校が、地域の学校等を対象とした研

修会を実施している。 

   令和４年度、本事業で実施した、「きこえない・きこえにくい子どもの状況調査」か

ら、地域の園や学校に一側性難聴児や軽度難聴児が多く存在していることが明らか

になっている。 

 イ 研修内容及び手法 

   鳥取聾学校及びサポートセンター『きき』において研修会を実施した。研修会の実施

については、双方に連携、協力しながら周知を図った。 

 ウ 結果（対象者、研修回数及び研修内容等） 

   

   内容 備考 

１ 第１回 きこえない・きこえにくい子どもの支援セミナー 

講演「片耳難聴・軽中等度難聴への理解と支援～発達の縦軸と社

会の横軸を見据えて～」 

講師:京都光華女子大学 健康科学部医療福祉学科言語聴覚専攻 

准教授、きこいろ 副代表  高井 小織 氏 

対象者：きこえない・きこえにくい子どもの支援者、保護者等 

参加者数：４３名 

主催：サポー

トセンター

『きき』 

２ 第２回 きこえない・きこえにくい子どもの支援セミナー 

講演「きこえない子どもたちの明るい未来に向けて～障害認識と



言語獲得～」 

講師：東京都立葛飾ろう学校 主任教諭 乳幼児教育担当、言語

聴覚士 菅原 仙子 氏 

対象者：きこえない・きこえにくい子どもの支援者、保護者等 

参加者数：２５名 

３ 第３回 きこえない・きこえにくい子どもの支援セミナー 

講演「聴覚がもたらす言語発達への影響ときこえにくさへの介

入」 

講師：鳥取大学医学部 感覚運動医学部講座耳鼻咽喉・頭頸部外

科学分野 講師 矢間 敬章 氏 

対象者：きこえない・きこえにくい子どもの支援者、保護者等 

参加者数：６４名 

４ 「聴覚障害教育の理解と支援」 （実施回数：２回（２校）） 

対象者：県内公立小学校・中学校教職員 

参加者数：延５４名 

特別支援学校

のセンター的

機能として鳥

取聾学校で対

応したもの ５ 「きこえについて～乳児期の支援」 （実施回数：１回） 

対象者：保健師 

参加者数：２１名 

６ 「きこえについて、難聴児の関わり方のへの支援」  

（実施回数：１回） 

対象者：鳥取療育園職員 

参加者数：１５名 

７ 「人工内耳について」 （実施回数：１回） 

対象者：県内公立保育園職員 

参加者数：２０名 

８ 「聴覚障がい、ロジャーの特徴・使い方」  

（実施回数：２回（２校）） 

対象者：県内公立小学校・中学校教職員 

参加者数：延４５名 

９ 「補聴器・人工内耳について」（実施回数：１回） 

対象者：難聴学級担任、聴覚障がいの子どもにかかわる教職員、

保育士等 

参加者数：６名 

10 「聴覚生理ときこえの障がい」（実施回数：１回） 

対象者：難聴学級担任、聴覚障がいの子どもにかかわる教職員、

保育士等 



参加者数：１６名 

11 「授業の工夫・配慮事項」（実施回数：２回（２校）） 

対象者：難聴学級担任、聴覚障がいの子どもにかかわる教職員、

保育士等 

参加者数：延２４名 

12 「聴覚障がい児の言語指導」（実施回数：１回） 

対象者：難聴学級担任、聴覚障がいの子どもにかかわる教職員、

保育士等 

参加者数：１５名 

13 「自立活動について ～学習内容や教材の紹介～」 

（実施回数：１回） 

対象者：難聴児が在籍する小中学校関係者 

参加者数：８名 

14 「乳幼児教育相談について、難聴擬似体験」 

（実施回数：各地区１回、計３回） 

対象者 東部・中部・西部地区市町村保健師 

参加人数：延２４名 

15 「きこえの障がいについて、補聴器・人工内耳について」（実施

回数：１回） 

対象者：難聴学級担任、聴覚障がいの子どもにかかわる教職員、

保育士等 

参加者数：１１名 

16 「聴覚障がい教育の基礎、難聴疑似体験」（実施回数：１回） 

対象者：難聴学級担任、聴覚障がいの子どもにかかわる教職員、

保育士等 

参加者数：８名 

17 「自立活動について 発音指導について」（実施回数：１回） 

対象者：難聴学級担任、聴覚障がいの子どもにかかわる教職員、

保育士等 

参加者数：９名 

18 「きこえにくい・きこえない人が前向きに生きるために～当事者

の経験から～」（実施回数：１回） 

対象者：難聴学級担任、聴覚障がいの子どもにかかわる教職員、

保育士等 

参加者数：２７名  

19 「聴覚障がい教育の基礎～きこえにくいことの疑似体験～」（実



施回数：２回） 

対象者：難聴学級担任、聴覚障がいの子どもにかかわる教職員、

保育士、関係施設職員等 

参加者数：延１７名 

20 「手話の紹介、手話基礎編」（実施回数：２回） 

対象者：難聴学級担任、聴覚障がいの子どもにかかわる教職員、

保育士、関係施設職員等 

参加者数：延１９名  

  

 

（４）考察（本事業の実施前後における改善内容） 

 ・これまで、保健、医療、教育、福祉の全ての関係者が一同に会して、協議や情報交換を

行う機会はなかったが、令和４年度から、本事業を機に、各分野の関係者で構成した協

議会を設置し、課題の共有を図ったり、事業内容や難聴児支援に関して、各分野の視点

からの意見を集めることができている。 

 ・総合的な相談窓口として、サポートセンター『きき』を設置したことで、幅広い相談に

対応し、相談先に迷われる方の入口となることができている。相談は、来所の他、電話

やメール、オンライン、出張等の方法に対応しているが、相談の特性上、対面での相談

ニーズも高く、『きき』の設置場所である県東部地域の在住者の相談が約６割を占めて

いる。定期的な圏域ごとの出張相談日を設ける等、他圏域の在住者についても、より相

談しやすい体制を確保していく必要がある。 

・サポートセンター『きき』に寄せられた相談は、専門的支援が必要とされる相談だけで

なく、子育て等において、日頃の些細な悩みや不安な気持ちを気軽に相談できる場所と

して、活用される相談者が多くあった。ロールモデルとなる支援員を配置したことで、

自身の経験に基づき、日頃の悩みに寄り添いながら、保護者の求めに応じた情報提供を

実施することができ、保護者の不安の解消に繋がったのではないかと考える。今後、保

護者のニーズに応えていくためにも、ロールモデルに出会える場所、相談できる場所が

あることは、不安を抱える保護者にとって見通しをもった支援に繋がり、効果的である

といえる。 

 ・現在、チラシやリーフレット等を作成、活用しながら、必要なタイミングで必要な情報

が提供できるよう工夫しているが、各ライフステージにおいて必要となる情報や地域

資源等のパッケージ化を行い、よりわかりやすい、標準的な情報提供媒体の作成につい

て、今後検討していく必要がある。現在はインターネットを通じて情報を得ることが主

流の時代になっており、サポートセンター『きき』主催の相談会等についても、インス

タグラムから情報を得て参加される保護者もおられる現状がある。ホームページの情

報の充実やＳＮＳの活用等、より情報にアクセスしやすい環境の整備についても検討



する必要がある。 

 ・令和４年度に本事業で実施した「きこえない・きこえにくい子どもの状況調査」から、 

地域の学校に一側性難聴児や軽度難聴児が多く存在していることが明らかになってお

り、難聴についての理解を深め、学校生活等における適切な対応や配慮について、地域

の学校の教員等に広く周知するための研修会を開催した。サポートセンター『きき』主

催の広く支援者を対象とした研修に加え、鳥取聾学校における、難聴学級担任、聴覚障

がいの子どもにかかわる教職員、保育士を対象とした研修会の実施により、多くの学校

教員等、地域の支援者の理解の促進、啓発に繋げることができた。関係機関同士で地域

課題の共有を図り、同じ目的意識を持ちながら連携して取り組んだことで、効果的な実

施に繋がったと考える。 

 ・成人期への移行に際し、子どもたちの自立に向けたアイデンティティの確立のための支

援と合わせて、切れ目のない相談支援体制の確保が必要であると考える。サポートセン

ター『きき』の委託先である公益社団法人鳥取県聴覚障害者協会は、きこえない・きこ

えにくい大人の相談機関である聴覚障がい者センターも運営しており、同組織内の連

携において、成人期への移行期における支援の繋ぎにおいての役割も期待できる。 

    


